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各都道府県衛生主管部（局）長 殿

厚生労働省医政局指導課長

病院会計準則の改正について

標記については、平成１６年８月１９日医政発第０８１９００１号をもって医

政局長から通知のあったところであるが、これに関し、下記事項に留意の上、病

院会計準則に従って適切な会計処理が行われるよう貴管内の医療機関に対してご

指導願いたい。

記

１ 病院会計準則の見直しについての基本的な考え方

（１）病院会計準則の見直しに当たっては、厚生労働科学特別研究事業として実

施した「病院会計準則見直し等に関する研究」の研究報告（平成１５年９月

５日に厚生労働省ホームページ上で公表済。以下「研究報告」という ）を。

踏まえ、医療を安定的に提供するための効率的で透明な医業経営の確立を図

る観点から、全面的な改正を行ったものであること。

（２）病院会計準則は、開設主体の異なる各種の病院の財政状態及び運営状況を

体系的、統一的に捉えるための「施設会計」の準則であり、それぞれの病院

の経営に有用な会計情報を提供することを目的としてきているが、今回の見

直しでは、病院開設主体が病院の経営実態を把握し、その改善向上に役立て

ることを再認識するとともに、経営管理に資する有用な会計情報を提供する

役割を担っている「管理会計」としての側面を重視したこと。

（３）病院会計は、非営利を原則とする施設会計であるが、経営の健全性を高め

るため、近年の企業会計の動向を踏まえ、最新の財務諸表体系及び会計基準

を適用可能な形で導入し、病院経営の効率化に向け活用が図られるようにし

たこと。



なお、病院会計準則は、従来どおり企業会計方式をとるが、病院の財政状

態及び運営状況を適切に把握する手段として採用しているものであり、その

こと自体は病院経営が営利性や利潤追求を伴うとの意味を有するものではな

いことは、従前と同様であること。

（４）今回の改正については、国民の意見聴取の手続を経ていること。

（５）異なる開設主体間の会計情報の比較可能性を確保するため、病院会計準則

が開設主体横断的に採用され、これに準拠した財務諸表が作成されることが

期待されるものであること。

２ 病院会計準則の見直しの主な内容

（１）財務諸表体系の見直し

・ 財務諸表体系は、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書

及び附属明細表としたこと。

① 貸借対照表は、病院の会計年度末における財政状態を明らかにするた

めに作成し、資産の部、負債の部及び純資産の部に区分するものとした

こと。

② 損益計算書は、病院の運営状況を明らかにするために作成し、医業損

益計算、経常損益計算及び純損益計算に区分して記載するものとしたこ

と。

③ キャッシュ・フロー計算書は、施設の会計においても資金の状況を正

確に把握する必要性が高まっていることから、病院の資金の収入、支出

の状況を明らかにするために作成し、業務活動によるキャッシュ・フロ

ー、投資活動によるキャッシュ・フロー及び財務活動によるキャッシュ

・フローに区分して記載するものとしたこと。

④ 附属明細表は、貸借対照表、損益計算書及びキャッシュ・フロー計算

書の記載を補足する重要な事項について、その内容、増減状況を明らか

にするために作成するものとしたこと。

・ 従来、巻末に一括して記載していた注解及び別表として添付していた各

財務表の様式については、これを各財務表原則に続けて示すこととし、利

便性を高めることとしたこと。

・ 利益処分計算書については、施設としての病院には利益の処分が予定さ

れていないことから、財務諸表の体系から除外したこと。

（２）表示内容の整備

・ 貸借対照表については、非営利組織会計における資産・負債差額の本質



を再確認し、従来の資本の部を純資産の部に変更したこと。

・ 財務諸表の表示項目は、集約化を図り、一覧性を担保することに重点を

置くとともに、必要な会計情報の詳細性を確保するために、附属明細表を

充実したこと。

（３）最近の企業会計制度の改革への対応

・ リース会計、研究開発費会計、退職給付会計等を導入し、財務諸表によ

って病院経営の実態をより適切に把握できるようにしたこと。

３ 見直し後の病院会計準則の運用上の留意点

（１）見直し後の病院会計準則による時期

上記１の病院会計準則の見直しについての基本的な考え方に照らし、準備

、 。が整った病院から時機をとらえて自主的に活用するよう 周知されたいこと

なお、病院関係団体等に対して、当職より、周知文書を発出していること

（別添①及び②参照 。）

（２）勘定科目

必要に応じて、同一勘定科目をさらに細分類した補助科目を設けることは

差し支えないこと。

４ 今後の取扱い

病院会計準則については、今後とも適宜必要な見直しを行い、さらに改善

と充実を図っていくものとしていること。



別添①

謹啓 時下益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。

医政行政につきましては、日頃から格段のご協力を賜り御礼申し上げ

ます。

さて、厚生労働省におきましては、病院の経営管理を的確に行うため

に、病院の財政状態及び運営状況を適正に把握し、かつ、他の病院との

経営比較も行い得るようにすることが必要であるとの観点から、昭和

４０年に財務諸表の様式及びその作成方法等に関する諸原則を示した病

院会計準則を制定し、その後、昭和５８年の改正を経て、現在では多く

の病院で活用されているところであります。

病院会計準則は、改正後２０年を経過し、この間の病院を取り巻く経

営環境の変化、企業会計、公会計や非営利組織会計の分野での会計基準

の見直し等の状況の変化に伴い、その見直し作業を行うべきであるとの

提言がなされていたところであります。

今般、これらの提言を踏まえ、厚生労働科学特別研究事業として「病

院会計準則見直し等に関する研究」を実施し、その研究報告に基づき、

別添のとおり病院会計準則を全面的に改正したところであります。

ついては、貴団体におかれましては、経営管理の改善に加えて、異な

る開設主体間での病院の会計情報の比較可能性の確保が要請されている

ことをも踏まえ、開設主体（法人）としての会計基準を改正病院会計準

則に極力整合するよう制定することを含めた積極的な活用や、開設主体

（法人）としての会計基準につき、企業会計、公会計や非営利組織会計

の分野での会計基準の見直し等に対応して既に改定されている場合等に

あっては、追って策定作業中の「病院会計準則適用ガイドライン」を活

用し、病院を単位とした会計情報の比較を可能とするよう取り組みいた

だくことなどにつき、特段のご配慮をお願い申し上げます。

敬 具

平成１６年８月１９日

厚生労働省医政局指導課長

谷 口 隆

（ 別 紙 ） 殿



（別 紙）

通知する関係団体名

日本赤十字社

社会福祉法人恩賜財団済生会

全国厚生農業協同組合連合会

社会福祉法人北海道社会事業協会

（社）全国社会保険協会連合会

（財）厚生年金事業振興団

（財）船員保険会

（社）全国自治体病院協議会

独立行政法人労働者健康福祉機構

国家公務員共済組合連合会

公立学校共済組合

独立行政法人国立病院機構



別添②

謹啓 時下益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。

医政行政につきましては、日頃から格段のご協力を賜り御礼申し上げ

ます。

さて、厚生労働省におきましては、病院の経営管理を的確に行うため

に、病院の財政状態及び運営状況を適正に把握し、かつ、他の病院との

経営比較も行い得るようにすることが必要であるとの観点から、昭和

４０年に財務諸表の様式及びその作成方法等に関する諸原則を示した病

院会計準則を制定し、その後、昭和５８年の改正を経て、現在では多く

の病院で活用されているところであります。

病院会計準則は、改正後２０年を経過し、この間の病院を取り巻く経

営環境の変化、企業会計、公会計や非営利組織会計の分野での会計基準

の見直し等の状況の変化に伴い、その見直し作業を行うべきであるとの

提言がなされていたところであります。

今般、これらの提言を踏まえ、厚生労働科学特別研究事業として「病

院会計準則見直し等に関する研究」を実施し、その研究報告に基づき、

別添のとおり病院会計準則を全面的に改正したところであります。

貴団体におかれましては、研究報告取りまとめの過程から貴重なご意

見を賜ってきたところでありますが、これを踏まえ策定された改正病院

会計準則が広く活用され、経営管理の改善に役立つよう、特段のご配慮

をお願い申し上げます。

敬 具

平成１６年８月１９日

厚生労働省医政局指導課長

谷 口 隆

（ 別 紙 ） 殿



（別 紙）

通知する関係団体名

（社）日本医師会

（社）日本病院会

（社）全日本病院協会

（社）日本医療法人協会

（社）日本精神科病院協会


